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６月10日（月）まで

７月１日（月）まで
（6月30日が休日
のため）

①　源泉所得税および特別徴収住民税の納付（令和元年５月分）

②　法人の確定申告、納付、延納の届出（平成３１年４月期分）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人事業所税・法人住民税
③　申告期限延長承認法人の法人税確定申告
１カ月延長法人（平成31年３月期）
２カ月延長法人（平成31年２月期）
④　消費税確定申告（１カ月ごと）（４月期）
⑤　消費税確定申告（３カ月ごと）（１月、４月、７月、10月期）
⑥　法人の中間申告（半期、10月期）
法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税
⑦　法人消費税の中間申告納付
直前期年税額4,800万円超のとき
１カ月ごと（４月期を除く）
直前期年税額400万円超のとき
３カ月ごと（１、７、10月期）

①　源泉所得税には復興特別所得税を
含む。

②～⑦　法人の事業年度（課税期間）
の終了日は各月末日とする。

④、⑤　消費税課税期間の短縮特例は
適用後２年間継続が要件である。

今月の税務
日　付 項　目 備考・コメント

会
　
　
計

収
益
認
識
に
関
す
る
開
示
は
原
則
主

義
で
？
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

去
る
４
月
25
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
４
０
７
回
企
業
会
計
基

準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

金
利
指
標
改
革
に
関
す
る
Ｉ
Ａ
Ｓ

Ｂ
の
議
論

金
利
指
標
改
革（
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
改
革
）

に
起
因
す
る
会
計
上
の
問
題
に
つ
い

て
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
が
、
Ｉ
Ｂ
Ｏ
Ｒ
改
革

が
財
務
報
告
に
与
え
る
影
響
に
対
応

す
る
た
め
に
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
「
金

融
商
品
」
お
よ
び
Ｉ
Ａ
Ｓ
39
号
「
金

融
商
品
：
認
識
及
び
測
定
」
を
修
正

す
る
公
開
草
案
が
公
表
予
定
（
会
議

開
催
後
５
月
３
日
公
表
）で
あ
り（
今

号
情
報
フ
ラ
ッ
シ
ュ
参
照
）、
Ｉ
Ａ

Ｓ
Ｂ
で
の
議
論
に
つ
い
て
の
概
要
が

説
明
さ
れ
た
。

収
益
認
識
会
計
基
準
の
開
示

第
95
回
収
益
認
識
専
門
委
員
会

（
２
０
１
９
年
５
月
10
・
20
日
号
（
№

１
５
４
５
）情
報
フ
ラ
ッ
シ
ュ
参
照
）

に
引
き
続
き
、
収
益
認
識
会
計
基
準

の
開
示
に
つ
い
て
、
審
議
が
行
わ
れ

た
。事

務
局
か
ら
、
基
本
的
な
考
え
方

の
１
つ
と
し
て
、
財
務
諸
表
作
成
者

が
当
該
企
業
の
契
約
の
実
態
に
あ
わ

せ
て
個
々
の
注
記
事
項
の
開
示
の
要

否
を
判
断
す
る
こ
と
を
明
確
に
し
、

開
示
目
的
に
照
ら
し
て
重
要
性
に
乏

し
い
と
認
め
ら
れ
る
項
目
に
つ
い
て

は
注
記
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る

こ
と
を
明
確
に
す
る
と
の
原
則
主
義

的
な
方
針
が
示
さ
れ
、
こ
れ
に
基
づ

き
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
15
号
の
基
準
本
文
を

も
と
に
次
の
よ
う
な
文
案
が
示
さ
れ

た
（
傍
線
は
、
収
益
認
識
会
計
基
準

等
の
文
案
と
し
て
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
が
独
自

に
追
加
し
た
文
言
）。

２　
注
記
事
項

⑴　
開
示
目
的

１ 

本
会
計
基
準
に
お
け
る
開
示
の

定
め
の
目
的
は
、
顧
客
と
の
契

約
か
ら
生
じ
る
収
益
及
び
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
性
質
、
金
額
、

時
期
及
び
不
確
実
性
を
財
務
諸

表
利
用
者
が
理
解
で
き
る
よ
う
に

す
る
た
め
の
十
分
な
情
報
を
企
業

が
開
示
す
る
こ
と
で
あ
る
。

２　
前
項
の
開
示
目
的
を
満
た
す
た

め
に
ど
の
程
度
詳
細
に
注
記
す
る

か
、
ま
た
、
各
開
示
項
目
に
ど
の

程
度
重
点
を
置
く
べ
き
か
を
考
慮

す
る
。
瑣
末
な
詳
細
情
報
を
大

量
に
記
載
し
た
り
、
特
徴
が
大
き

く
異
な
る
項
目
を
合
算
し
た
り
す

る
こ
と
に
よ
り
、
有
用
な
情
報
が

不
明
瞭
と
な
ら
な
い
よ
う 

に
開

示
を
集
約
又
は
分
解
す
る
。 

ま

た
、
前
項
の
開
示
目
的
に
照
ら
し

て
、
重
要
性
に
乏
し
い
と
認
め
ら

れ
る
項
目
に
つ
い
て
は
、
当
該
注

記
を
省
略
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

結
論
の
背
景

Ｘ 

注
記
事
項

（Ｘ）　
開
示
目
的

１　
本
会
計
基
準
で
は
、
開
示
目
的

を
満
た
す
た
め
の
注
記
事
項
を
設

け
て
い
る
（
第
Ｘ
Ｘ
項
か
ら
第 

Ｘ

Ｘ
項
参
照
）
が
、
こ
れ
ら
の
注
記

事
項
は
最
低
限
の
注
記
の
チ
ェッ

ク
リ
ス
ト
と
し
て
用
い
ら
れ
る
こ

と
を
意
図
し
た
も
の
で
は
な
い
。

必
要
な
注
記
を
検
討
す
る
に
あ

た
っ
て
は
、
開
示
目
的
に
照
ら
し

て
重
要
性
を
考
慮
し
て
決
定
す
る

（
第
Ｘ
Ｘ
項
参
照
）。

委
員
か
ら
は
、
原
則
主
義
的
な
開

示
の
方
向
性
に
賛
意
が
聞
か
れ
た
一

方
、「
他
の
基
準
が
ル
ー
ル
ベ
ー
ス

な
の
に
対
し
て
チ
ャ
レ
ン
ジ
ン
グ
な

印
象
で
違
和
感
が
あ
る
」、「
類
型
的

な
開
示
パ
タ
ー
ン
や
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

が
必
要
で
は
」
と
の
意
見
も
聞
か
れ

た
。
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東
証
一
部
見
直
し
論
が
出
て
い

る
。
東
証
一
部
の
上
場
企
業
数
が
多

す
ぎ
る
こ
と
が
問
題
の
よ
う
だ
。
今

年
２
月
末
時
点
で
の
上
場
企
業
数
は

次
の
と
お
り
で
あ
る
。

国
内
の
他
取
引
市
場
と
比
較
す
る

と
、
最
も
上
場
が
難
し
い
東
証
一
部

が
突
出
し
て
多
い
。
だ
か
ら
、
一
部

の
数
を
絞
る
べ
き
と
い
う
こ
と
の
よ

う
だ
。
そ
も
そ
も
、
何
が
問
題
な
の

だ
ろ
う
か
？

Ｔ
Ｏ
Ｐ
Ｉ
Ｘ
運
用
を
す
る
の
に
、

不
適
切
な
銘
柄
が
混
入
し
て
し
ま

う
？　

そ
れ
は
運
用
す
る
側
の
問
題

で
あ
っ
て
、
東
証
が
気
に
す
る
話
で

は
な
い
。

東
証
一
部
ブ
ラ
ン
ド
の
低
下
？　

社
員
数
37
万
名
の
ト
ヨ
タ
自
動
車
と

７
名
の
ラ
ン
ド
が
同
じ
一
部
企
業
と

い
う
の
で
は
ト
ヨ
タ
の
社
員
が
傷
つ

く
？　

こ
れ
は
、
情
緒
的
な
理
由
で

説
得
力
が
な
い
。

一
部
・
二
部
と
い
う
ラ
ン
ク
分
け

を
す
る
意
義
が
希
薄
な
の
が
問
題
の

よ
う
に
思
え
る
。
一
部
で
１
０
０
億

円
未
満
の
企
業
は
約
２
６
０
社
、
二

部
で
１
０
０
億
円
以
上
が
１
５
０
社

あ
る
。
Ｊ
リ
ー
グ
の
よ
う
な
入
替
え

を
時
価
総
額
で
行
う
な
ら
ば
、
一
部

の
１
割
近
く
は
降
格
対
象
で
あ
る
。

と
こ
ろ
が
、
一
部
上
場
基
準
は
、
時

価
総
額
だ
け
で
な
く
、「
一
度
入
る

と
出
ら
れ
な
い
罠
」
の
よ
う
に
な
っ

て
い
る
。
だ
か
ら
、
な
か
な
か
降
格

が
起
こ
ら
な
い
。
こ
れ
が
一
部
下
位

と
二
部
上
位
の
時
価
総
額
の
逆
転
状

態
が
生
じ
て
い
る
理
由
だ
。

一
部
上
場
企
業
の
時
価
総
額
分
布

を
調
べ
て
み
た
。
２
月
末
時
点
で
、

東
証
一
部
時
価
総
額
合
計
に
対
す
る

上
位
ｘ
社
の
時
価
総
額
合
計
の
割
合

を
計
算
し
た
も
の
が
次
で
あ
る
。

上
位
１
０
０
社
ほ
ど
で
６
割
を

占
め
て
い
る
。
で
は
、
下
位
１
、

０
０
０
社
は
ど
れ
く
ら
い
の
割
合
に

な
る
か
想
像
で
き
る
だ
ろ
う
か
。
な

ん
と
…
２・
３
５
％
だ
。
半
数
の
企

業
が
力
を
合
わ
せ
て
も
、
ト
ヨ
タ
１

社
（
３・
２
３
％
）
に
及
ば
な
い
の

で
あ
る
。
こ
れ
は
「
世
界
の
ト
ッ
プ

26
人
の
富
豪
の
保
有
資
産
＝
世
界
下

位
半
分
の
人
々
の
保
有
資
産
」
と
い

う
構
図
を
連
想
さ
せ
る
。

こ
の
よ
う
に
「
実
は
、
一
部
は
小

粒
企
業
が
圧
倒
的
多
数
」に
加
え
て
、

「
一
部
・
二
部
で
の
時
価
総
額
の
逆

転
」
と
い
う
こ
と
を
考
え
れ
ば
、
カ

テ
ゴ
リ
ー
分
け
の
意
義
が
み
え
な

い
。
カ
テ
ゴ
リ
ー
分
け
を
す
る
の
な

ら
ば
、
一
部
の
数
を
減
ら
し
て
二
部

を
増
や
す
べ
き
と
い
う
結
論
に
な
る

の
は
自
然
か
。
で
は
ど
う
分
け
る
べ

き
か
？　
「
客
観
的
な
基
準
で
あ
る

時
価
総
額
で
分
け
る
」
と
い
う
案
が

今
の
と
こ
ろ
有
力
だ
。
時
価
総
額
以

外
に
分
け
る
面
白
い
基
準
は
な
い
も

の
だ
ろ
う
か
考
え
て
み
る
と
…

【
平
均
給
与
】 

四
季
報
に
掲
載
さ
れ

て
い
る
デ
ー
タ
な
の
で
、
す
ぐ

に
使
え
る
尺
度
で
あ
る
。
低
下

し
た
一
部
ブ
ラ
ン
ド
の
イ
メ
ー

ジ
が
再
び
光
り
輝
く
だ
ろ
う
。

「
お
宅
の
ご
主
人
は
二
部
企
業
勤

務
で
い
ら
っ
し
ゃ
い
ま
す
か
。

う
ち
は
一
部
で
ご
ざ
い
ま
す
の
」

…
奥
様
方
の
序
列
に
も
影
響
を

与
え
る
こ
と
間
違
い
な
い
。

【
納
税
額
・
実
効
税
率
】
国
へ
の

貢
献
度
と
い
う
点
で
、
利
益
額

（
時
価
総
額
に
比
例
）
よ
り
も
意

義
あ
る
尺
度
で
は
な
い
だ
ろ
う

か
？　

節
税
に
励
む
企
業
は
一

部
の
資
格
な
し
で
、
脱
税
が
発

覚
す
れ
ば
、
管
理
銘
柄
指
定
だ
。

　
東
証
一
部
見
直
し
論

　

 

三
田　

哉

投
資
の
ハ
ナ
シ

裏
　
表

東
証
1
部
： 

２
、１
３
１
社

東
証
2
部
：
４
９
３
社

マ
ザ
ー
ズ 

：
２
７
９
社

Ｊ
Ａ
Ｓ
Ｄ
Ａ
Ｑ
：
７
２
５
社

ｘ
社
数
： 

占
有
割
合

１
０
４
社
：
60
％

２
７
１
社
：
80
％

５
０
３
社
：
90
％

会
　
　
計

金
融
商
品
会
計
基
準
の
改
正
議
論
、開

始
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ

去
る
５
月
13
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
４
０
８
回
企
業
会
計
基

準
委
員
会
を
開
催
し
た
。

主
な
審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

時
価
算
定
会
計
基
準
案
に
寄
せ
ら

れ
た
コ
メ
ン
ト
へ
の
対
応

「
時
価
の
算
定
に
関
す
る
会
計
基

準
（
案
）」
に
対
し
て
寄
せ
ら
れ
た

コ
メ
ン
ト
へ
の
対
応
に
つ
い
て
、
事

務
局
か
ら
当
該
コ
メ
ン
ト
に
対
す
る

対
応
案
が
一
部
示
さ
れ
、
審
議
が
行

わ
れ
た
。

⑴　
第
三
者
か
ら
入
手
し
た
相
場
価

格
の
確
認
手
続（
質
問
５
）

確
認
手
続
の
例
示
を
示
し
た
時
価

算
定
適
用
指
針
案
42
項
に
つ
い
て
、

「
例
示
を
明
確
に
す
べ
き
」、「
誤
解

を
招
く
の
で
修
正
ま
た
は
削
除
す
べ

き
」、「
よ
り
具
体
的
な
例
示
を
盛
り

込
む
べ
き
」
と
い
っ
た
コ
メ
ン
ト
が

寄
せ
ら
れ
て
い
る
。

事
務
局
か
ら
は
、
企
業
が
算
定
し

た
理
論
値
と
当
該
第
三
者
か
ら
入
手

し
た
価
格
と
の
比
較
や
、
過
去
に
会

計
基
準
に
従
っ
て
算
定
さ
れ
て
い
る

と
確
認
し
た
当
該
金
融
商
品
の
価
格

の
時
系
列
推
移
の
分
析
等
の
例
示
を

盛
り
込
む
案
（
案
１
）
と
、
例
示
を

削
除
す
る
案
（
案
２
）
の
２
案
が
示

さ
れ
た
。

委
員
か
ら
は
、「
結
論
の
背
景
に

入
れ
る
な
ら
ば
案
１
で
い
い
の
で

は
」、「
案
２
に
賛
成
。
こ
こ
ま
で
例

示
を
書
き
込
む
必
要
は
な
い
の
で

は
」
と
両
案
に
賛
成
す
る
意
見
が
聞

か
れ
た
。

⑵　
期
首
残
高
か
ら
期
末
残
高
へ
の

調
整
表
の
開
示（
質
問
８
―
２
）

購
入
、
売
却
、
発
行
お
よ
び
決
済

の
そ
れ
ぞ
れ
の
額
に
つ
い
て
は
純
額

で
の
記
載
も
認
め
る
提
案
に
対
し
て
、

前
回
の
親
委
員
会
で
、委
員
か
ら
「
コ

ス
ト
の
削
減
よ
り
も
利
用
者
の
便
益

の
ロ
ス
の
ほ
う
が
大
き
い
の
で
は
」

と
い
う
意
見
が
あ
が
っ
て
い
た
。

こ
れ
を
踏
ま
え
て
、
事
務
局
か
ら

「
総
額
表
示
で
は
期
末
時
点
に
レ
ベ

ル
３
と
な
る
金
融
商
品
を
確
定
さ
せ

た
後
に
そ
の
金
融
商
品
の
期
中
の
動

き
を
把
握
す
る
こ
と
が
必
要
と
な
る

が
、
一
般
的
な
リ
ス
ク
管
理
の
実
務

で
は
利
用
し
て
い
な
い
情
報
を
集
め

る
こ
と
に
な
り
、
新
し
い
業
務
プ
ロ

セ
ス
の
構
築
に
大
き
な
コ
ス
ト
が
か

か
る
」
と
い
っ
た
理
由
を
記
載
す
る

コ
メ
ン
ト
対
応
案
が
示
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
は
、「
理
由
が
き
ち
ん

と
書
か
れ
て
い
て
利
用
者
も
納
得
す
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る
の
で
は
な
い
か
」
と
の
意
見
が

あ
っ
た
。

金
融
商
品
に
関
す
る
会
計
基
準

昨
年
８
月
に
公
表
さ
れ
、
11
月
末

ま
で
コ
メ
ン
ト
募
集
さ
れ
て
い
た

「
金
融
商
品
に
関
す
る
会
計
基
準
の

改
正
に
つ
い
て
の
意
見
の
募
集
」
へ

の
コ
メ
ン
ト
を
も
と
に
、
会
計
基
準

の
改
正
に
着
手
す
る
か
否
か
の
検
討

が
開
始
さ
れ
た
。

事
務
局
か
ら
、
次
の
よ
う
な
提
案

が
示
さ
れ
た
。

⑴　
金
融
商
品
に
関
す
る
会
計
基
準

の
意
義

コ
メ
ン
ト
で
は
改
正
す
る
方
向
に

支
持
が
得
ら
れ
て
お
り
、
改
正
す
る

方
向
と
す
る
。

⑵　
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
検
討

す
る
範
囲

「
金
融
商
品
の
認
識
の
中
止
」
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
範
囲
に
含
め
な
い
。

⑶　

国
際
的
な
整
合
性
を
図
る
対

象
、程
度
お
よ
び
個
別
財
務
諸
表

の
取
扱
い

着
手
す
る
場
合
、
そ
の
過
程
で
検

討
を
行
う
。

⑷　
金
融
商
品
の
分
析
お
よ
び
測
定

非
上
場
株
式
に
対
す
る
公
正
価
値

測
定
の
是
非
等
に
つ
い
て
さ
ら
に
確

認
を
要
す
る
た
め
、
今
回
は
提
案
し

な
い
。

⑸　
金
融
商
品
の
減
損

国
際
的
整
合
性
を
図
る
観
点
か
ら

意
義
が
高
い
た
め
、
基
準
開
発
に
着

手
す
る
が
、
次
の
２
点
の
検
討
が
必

要
で
あ
る
。

①　
国
際
的
に
整
合
性
を
図
る
対
象

（
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
モ
デ
ル
、
米
国

基
準
の
Ｃ
Ｅ
Ｃ
Ｌ
（
現
在
予
想
信

用
損
失
）
モ
デ
ル
）

②　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
の
モ
デ
ル
を
基

礎
と
し
て
整
合
性
を
図
る
場
合
、

現
状
に
お
け
る
債
務
者
単
位
の
管

理
手
法
と
適
合
さ
せ
る
た
め
の
手

法Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
で
「
減
損
」
の
対

象
と
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
開
発
に

着
手
し
、
検
討
の
対
象
に
含
め
る
。

ま
た
、償
却
原
価
（
実
効
金
利
法
）

に
関
す
る
検
討
を
行
う
。

⑹　
ヘ
ッ
ジ
会
計

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
の
マ
ク
ロ
ヘ
ッ
ジ
の
取

扱
い
が
今
後
ど
う
な
る
か
不
透
明
で

あ
る
う
え
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９
号
と
Ｉ
Ａ

Ｓ
39
号
が
並
存
し
て
い
る
状
態
で
あ

り
、
当
面
開
発
に
着
手
し
な
い
。

＊

委
員
か
ら
は
、「
開
発
に
着
手
す

る
こ
と
が
、
改
正
の
要
否
も
含
め
て

議
論
す
る
こ
と
か
」
と
い
う
質
問
が

あ
り
、
事
務
局
か
ら
は
「
公
開
草
案

を
出
し
て
改
正
す
る
の
が
目
標
と
い

う
こ
と
。
議
論
の
結
果
、
公
開
草
案

を
出
さ
な
い
こ
と
も
あ
り
得
る
」
と

い
う
回
答
が
あ
っ
た
。

会
　
　
計

リ
ー
ス
会
計
基
準
、検
討
開
始

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、リ
ー
ス
会
計
専
門
委

去
る
４
月
23
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
85
回
リ
ー
ス
会
計
専
門

委
員
会
を
開
催
し
た
。

第
４
０
５
回
親
委
員
会
に
お
い
て
、

す
べ
て
の
リ
ー
ス
に
つ
い
て
資
産
お

よ
び
負
債
を
認
識
す
る
会
計
基
準
の

開
発
に
着
手
す
る
こ
と
が
了
承
さ
れ

た
。
今
回
の
論
点
は
次
の
と
お
り
。

借
手
の
費
用
配
分
の
あ
り
方

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
と
ト
ピ
ッ
ク
842
に

お
け
る
オ
ペ
レ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
リ
ー

ス
取
引
の
捉
え
方
に
つ
い
て
、
次
の

よ
う
に
整
理
さ
れ
た
。

・
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
：
使
用
権
対
価
の

賦
払
い
で
あ
る
と
捉
え
、
フ
ァ
イ

ナ
ン
ス・リ
ー
ス
取
引
と
オ
ペ
レ
ー

テ
ィ
ン
グ
・
リ
ー
ス
取
引
を
同
視

す
る

・
ト
ピ
ッ
ク
842
：
均
等
な
リ
ー
ス
料

と
引
換
え
に
リ
ー
ス
物
件
に
毎
期

均
等
に
ア
ク
セ
ス
す
る
経
済
的
便

益
を
享
受
す
る
も
の
と
捉
え
、フ
ァ

イ
ナ
ン
ス
・
リ
ー
ス
取
引
と
オ
ペ

レ
ー
テ
ィ
ン
グ
・
リ
ー
ス
取
引
を

同
視
し
な
い

事
務
局
は
「
こ
の
２
つ
の
捉
え
方

の
ど
ち
ら
に
も
論
拠
が
あ
る
た
め
、

ど
ち
ら
か
と
す
る
か
（
ま
た
は
一
定

の
基
準
に
よ
り
使
い
分
け
る
か
）
を

決
め
る
に
あ
た
っ
て
は
、
①
こ
れ
ま

で
は
基
本
的
に
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
と
整
合
性

を
図
っ
て
き
て
い
る
こ
と
、
②
財
務

諸
表
利
用
者
の
ニ
ー
ズ
、
③
適
用
上

の
コ
ス
ト
を
踏
ま
え
て
総
合
的
に
判

断
す
る
」
と
の
考
え
を
示
し
た
。

委
員
か
ら
は
双
方
に
賛
成
意
見
が

あ
り
、
意
見
が
分
か
れ
た
。

国
際
的
な
会
計
基
準
と
の
整
合
性

を
図
る
程
度

仮
に
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
16
号
を
基
礎
と
す

る
場
合
、
ど
の
程
度
整
合
性
を
図
る

か
に
つ
い
て
、
次
の
①
～
④
に
与
え

る
影
響
な
ど
を
考
慮
し
て
判
断
す
る

と
の
考
え
が
事
務
局
よ
り
示
さ
れ
た
。

①　
国
際
的
な
会
計
基
準
と
整
合
性

を
図
る
目
的

②　
既
存
の
リ
ー
ス
会
計
基
準
と
の

関
係

③　
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
任
意
適
用
企
業
の
利

便
性

④　
貸
手
の
会
計
処
理

委
員
か
ら
は
「
整
合
性
を
図
る
際

に
、
リ
ー
ス
の
定
義
や
期
間
に
つ
い

て
も
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
や
米
国
基
準
と
の

統
一
を
検
討
す
べ
き
」
等
の
意
見
が

出
た
。

連
結
財
務
諸
表
と
単
体
財
務
諸
表

の
関
係

Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
の
中
期
運
営
方
針
で

は
、
原
則
と
し
て
連
単
両
方
に
適
用

さ
れ
る
も
の
と
し
て
開
発
し
て
き
て

お
り
、
今
後
も
そ
の
方
針
に
変
わ
り

は
な
い
と
さ
れ
て
い
る
。

そ
の
う
え
で
、
単
体
財
務
諸
表
へ

の
適
用
に
つ
い
て
は
①
投
資
家
の

ニ
ー
ズ
、
②
経
営
管
理
に
与
え
る
影

響
、
③
適
用
上
の
コ
ス
ト
、
④
周
辺

諸
制
度
に
与
え
る
影
響
を
総
合
的
に

判
断
す
る
と
の
考
え
が
示
さ
れ
た
。

委
員
か
ら
は
「
負
債
の
網
羅
性
の

観
点
か
ら
、
連
単
を
一
致
さ
せ
る
こ
と

が
望
ま
し
い
」、「
連
単
分
離
し
て
２
つ

の
基
準
を
把
握
す
る
の
は
作
成
者
へ
の

負
担
が
大
き
い
」、「
実
務
的
に
も
日
々

の
取
引
を
連
単
分
離
す
る
こ
と
は
大

変
」
等
の
意
見
が
あ
が
っ
た
。

＊　

そ
の
ほ
か
、「
全
体
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
感
は
ど
う
な
る
」と
の
質
問
に
、「
公

開
草
案
を
公
表
す
る
こ
と
が
次
の
目

的
で
、
最
低
２
カ
月
の
パ
ブ
コ
メ
期

間
を
経
て
、
コ
メ
ン
ト
対
応
を
行
い
、

適
宜
修
正
を
し
て
、
親
委
員
会
で
多

数
決
を
経
て
議
決
と
な
る
。
こ
の
専

門
委
員
会
は
技
術
的
な
議
論
を
行
う

こ
と
が
役
割
」
と
回
答
さ
れ
た
。
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会
　
　
計

見
積
り・会
計
方
針
に
関
す
る
個
別
論

点
を
検
討
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、デ
ィ
ス
ク
ロ
ー
ジ
ャ
ー
専
門
委

会
　
　
計

継
続
企
業
の
判
断
規
準
に
つ
い
て
検

討
開
始
─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、実
務
対
応
専
門
委

去
る
４
月
24
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
23
回
デ
ィ
ス
ク
ロ
ー

ジ
ャ
ー
専
門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

審
議
事
項
は
次
の
と
お
り
。

見
積
り
の
不
確
実
性
の
発
生
要
因

⑴　
財
務
諸
表
に
計
上
し
て
い
な
い

項
目
に
関
す
る
見
積
り

財
務
諸
表
に
計
上
し
て
い
な
い
偶

発
事
象
に
関
し
て
、「
次
の
取
扱
い

を
開
発
中
の
会
計
基
準
の
背
景
に
記

載
す
る
こ
と
」
が
提
案
さ
れ
た
。

・
金
額
を
合
理
的
に
見
積
る
こ
と
が

で
き
る
場
合
で
、
そ
の
金
額
に
重

要
性
が
な
く
、
か
つ
発
生
可
能
性

が
極
め
て
低
い
時
に
は
、
不
確
実

性
の
程
度
が
高
い
会
計
上
の
見
積

り
項
目
と
し
て
識
別
さ
れ
な
い
こ

と
・
金
額
を
合
理
的
に
見
積
る
こ
と
が

で
き
る
場
合
で
、
そ
の
金
額
に
重

要
性
が
あ
る
か
、
ま
た
は
発
生
可

能
性
が
極
め
て
低
い
と
は
い
え
な

い
時
に
は
、
不
確
実
性
の
程
度
が

高
い
会
計
上
の
見
積
り
項
目
と
し

て
識
別
す
る
か
ど
う
か
判
断
が
必

要
と
な
る
こ
と

・
金
額
を
合
理
的
に
見
積
る
こ
と
が

で
き
な
い
も
の
の
、
将
来
の
財
務

諸
表
に
重
要
な
影
響
を
及
ぼ
す
可

能
性
が
高
い
と
認
め
ら
れ
る
場
合

に
は
、
不
確
実
性
の
程
度
が
高
い

会
計
上
の
見
積
り
の
項
目
と
し
て

識
別
さ
れ
る
こ
と

見
積
り
の
注
記
と
し
て
記
載
す
べ

き
事
項
に
つ
い
て
は
、「
定
量
的
情

報
も
し
く
は
定
性
的
情
報
（
ま
た
は

そ
の
両
方
）
を
用
い
て
注
記
す
る
旨

を
会
計
基
準
の
本
文
に
記
述
す
る
こ

と
」
が
提
案
さ
れ
た

⑵　
基
本
的
な
考
え
方
の
整
理

ま
た
、
そ
の
他
の
論
点
と
し
て
、

次
の
事
項
を
会
計
基
準
に
記
述
し
な

い
こ
と
が
提
案
さ
れ
た
。

・
見
積
り
の
不
確
実
性
の
程
度
を
判

断
す
る
際
の
集
約
単
位

・
見
積
り
の
開
示
の
詳
細
さ

・
見
積
り
の
開
示
は
、
単
一
の
注
記

と
し
て
ま
と
め
て
記
載
す
べ
き
と

す
る
か
、
記
載
場
所
を
特
段
定
め

る
べ
き
で
は
な
い
と
す
る
か

・
見
積
り
の
開
示
例
と
し
て
記
載
す

べ
き
事
項
が
な
い
場
合
の
取
扱
い

た
だ
、「
見
積
り
の
開
示
と
し
て

記
載
す
べ
き
事
項
が
、
財
務
諸
表
の

他
の
場
所
に
記
載
さ
れ
て
い
る
場
合

に
ど
の
よ
う
に
す
べ
き
か
」
は
記
述

す
る
こ
と
が
提
案
さ
れ
た
。

⑶　
経
過
措
置

適
用
初
年
度
に
お
い
て
は
、
企
業

会
計
基
準
24
号
『
会
計
上
の
変
更
及

び
誤
謬
の
訂
正
に
関
す
る
会
計
基

準
』
14
項
の
定
め
に
か
か
わ
ら
ず
、

見
積
り
の
開
示
と
し
て
注
記
す
べ
き

事
項
に
つ
い
て
比
較
情
報
を
要
し
な

い
と
す
る
経
過
措
置
を
会
計
基
準
の

本
文
に
記
述
す
る
こ
と
が
提
案
さ

れ
、
委
員
か
ら
も
賛
成
さ
れ
た
。

⑷　
設
例
お
よ
び
開
示
例

具
体
的
な
記
載
内
容
は
各
企
業
の

判
断
に
委
ね
、
設
例
お
よ
び
開
示
例

を
開
発
し
な
い
こ
と
が
提
案
さ
れ
、

特
段
反
対
意
見
は
な
か
っ
た
。

関
連
す
る
会
計
基
準
等
の
定
め
が

明
ら
か
で
な
い
場
合
に
採
用
し
た

会
計
処
理
の
原
則
お
よ
び
手
続

会
計
方
針
の
開
示
に
つ
い
て
は
、

次
の
よ
う
な
提
案
が
さ
れ
た
。

・
会
計
方
針
の
開
示
の
詳
細
さ
に
つ

い
て
は
、
会
計
基
準
に
記
述
し
な

い
こ
と

・
経
過
措
置
に
つ
い
て
、「
表
示
方
法

の
変
更
」
に
該
当
し
な
い
旨
を
会

計
基
準
の
背
景
に
記
述
す
る
こ
と

・
開
示
例
を
開
発
し
な
い
こ
と

去
る
４
月
24
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
１
２
３
回
実
務
対
応
専

門
委
員
会
を
開
催
し
た
。

こ
れ
ま
で
の
経
緯

第
34
回
基
準
諮
問
会
議
に
お
い

て
、
日
本
公
認
会
計
士
協
会
よ
り
、

財
務
諸
表
を
継
続
企
業
の
前
提
に
基

づ
き
作
成
す
る
こ
と
が
適
切
で
あ
る

か
ど
う
か
の
判
断
規
準
の
作
成
が
新

規
テ
ー
マ
と
し
て
提
案
さ
れ
た
。

こ
れ
は
、
経
営
者
に
継
続
企
業
の

前
提
に
基
づ
き
財
務
諸
表
を
作
成
す

る
こ
と
に
つ
い
て
評
価
す
る
責
任
が

あ
り
、
ど
の
よ
う
な
場
合
に
継
続
企

業
を
前
提
と
し
て
財
務
諸
表
を
作
成

す
べ
き
か
に
つ
い
て
会
計
基
準
上
で

明
ら
か
に
す
る
も
の
で
あ
る
。

こ
の
提
案
を
受
け
、
第
４
０
５
回

の
親
委
員
会
に
お
い
て
新
規
テ
ー
マ

と
し
て
提
言
さ
れ
、
第
４
０
６
回
の

親
委
員
会
に
お
い
て
実
務
対
応
専
門

委
員
会
で
検
討
を
行
う
こ
と
が
了
承

（図表1）　会計基準の具体的な文案
目　的
⒈　本会計基準は、経営者が継続企業の前提に基づいて財務諸表を作
成することが適切であるか否かについての判断規準について定めるこ
とを目的とする。

会計基準
Ⅰ　範　囲
⒉　本会計基準は、全ての企業に適用する。
Ⅱ　用語の定義
⒊　「継続企業の前提」とは、企業が将来にわたって事業活動を継続する
との前提をいう。

Ⅲ　会計処理
⒋　経営者は、財務諸表の作成にあたって継続企業の前提に関する評価
を行わなければならない。
⒌　経営者に当該企業の清算もしくは事業停止の意図がある場合、また
はそうする以外に現実的な代替案がない場合を除いて、継続企業の前
提に基づき財務諸表を作成しなければならない。
⒍　継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切でない場合
には、たとえば、次のような一定の事項が存在する場合がある。
⑴　更生手続開始決定の取消し、更生計画の不認可など
⑵　再生手続開始決定の取消し、再生計画の不認可など
⑶　破産手続開始の申立て
⑷　会社法の規定による特別清算開始申立て
⑸　法令の規定による整理手続によらない関係者の協議等による事

業継続の中止に関する決定
⑹　行政機関による事業停止命令

Ⅳ 適用時期
⒎　本会計基準は公表日以後適用する。
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さ
れ
た
。

論
点
の
検
討

事
務
局
は
、
会
計
基
準
の
具
体
的

な
定
め
と
し
て
、
次
を
提
案
し
た
。

・
経
営
者
が
継
続
企
業
の
前
提
に
基

づ
い
て
財
務
諸
表
を
作
成
す
る
こ

と
に
つ
い
て
評
価
す
る
責
任
を
有

す
る
旨
の
定
め
、
お
よ
び
経
営
者

が
ど
の
よ
う
な
場
合
に
継
続
企
業

を
前
提
と
し
て
財
務
諸
表
を
作
成

す
べ
き
か
の
具
体
的
な
文
案

・
継
続
企
業
の
前
提
が
成
立
し
て
い

な
い
場
合
の
判
断
規
準
に
つ
い
て

の
具
体
的
な
ガ
イ
ダ
ン
ス
を
定
め

る
こ
と

・
会
計
方
針
の
変
更
と
し
て
取
り
扱

う
も
の
の
、
会
計
方
針
の
変
更
に

該
当
す
る
旨
お
よ
び
経
過
措
置
や

注
記
に
つ
い
て
特
段
の
定
め
は
設

け
な
い
と
す
る
こ
と

・
開
発
す
る
会
計
基
準
の
適
用
に
よ

り
従
来
の
実
務
に
影
響
を
与
え
る

も
の
で
は
な
い
た
め
、
適
用
時
期

を
基
準
公
表
日
以
後
と
す
る
こ
と

具
体
的
な
文
案
は
図
表
１
の
と
お

り
で
あ
る
。

委
員
か
ら
の
意
見

委
員
か
ら
は
「
４
項
、
５
項
に
関

し
て
は
何
を
も
っ
て
評
価
と
す
る
の

か
、
わ
か
り
や
す
く
す
べ
き
」、「
４

項
の
経
営
者
の
定
義
が
わ
か
り
に
く

い
」、「
会
計
処
理
と
い
う
言
葉
に
違

和
感
を
覚
え
る
」
な
ど
の
意
見
が
あ

が
っ
た
。

適
用
時
期
に
関
し
て
は
、
事
務
局
の

提
案
に
反
対
意
見
は
特
段
な
か
っ
た
。会

　
　
計

４
月
開
催
の
Ａ
Ｓ
Ａ
Ｆ・
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

ボ
ー
ド
会
議
に
つ
い
て
報
告

─
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
、Ａ
Ｓ
Ａ
Ｆ
対
応
専
門
委

去
る
４
月
22
日
、
企
業
会
計
基
準

委
員
会
は
第
83
回
Ａ
Ｓ
Ａ
Ｆ
対
応
専

門
委
員
会
を
開
催
し
た
。
主
な
審
議

事
項
は
次
の
と
お
り
。

４
月
開
催
の
Ａ
Ｓ
Ａ
Ｆ
会
議
の
報
告

議
論
さ
れ
た
論
点
の
な
か
か
ら
、

「
引
当
金
」、「
開
示
に
関
す
る
取
組

み
：
的
を
絞
っ
た
基
準
レ
ベ
ル
の
レ

ビ
ュ
ー
」
に
つ
い
て
報
告
さ
れ
た
。

引
当
金
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
37

号
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
改
訂
範
囲
の

検
討
が
行
わ
れ
た
。
当
初
、
Ｉ
Ａ
Ｓ

Ｂ
ス
タ
ッ
フ
は
限
定
的
な
見
直
し
に

留
め
る
こ
と
を
想
定
し
て
い
た
が
、

参
加
者
か
ら
見
直
し
の
項
目
の
追
加

や
抜
本
的
な
見
直
し
を
求
め
る
声
も

上
が
っ
た
た
め
、
現
状
の
ま
ま
で
は

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
進
行
が
厳
し
く
な

る
と
の
見
解
を
示
し
た
。

開
示
に
関
す
る
取
組
み
に
つ
い
て

は
、
Ａ
Ｓ
Ｂ
Ｊ
の
意
見
に
対
し
て
参

加
者
が
お
お
む
ね
賛
成
の
意
を
表
し

た
こ
と
が
報
告
さ
れ
た
。

の
れ
ん
お
よ
び
減
損
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

４
月
開
催
の
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
ボ
ー
ド
会

議
で
は
、
の
れ
ん
お
よ
び
減
損
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
に
つ
い
て
議
論
さ
れ
た
。

こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
は
、

２
０
１
８
年
７
月
の
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
ボ
ー

ド
会
議
で
、
の
れ
ん
に
関
す
る
情
報

開
示
の
充
実
を
図
る
と
い
う
方
針
が

暫
定
決
定
さ
れ
て
い
る
た
め
、
①
開

示
の
改
善
、
②
の
れ
ん
の
会
計
処
理

の
簡
素
化
、
③
減
損
テ
ス
ト
の
簡
素

化
と
い
う
３
つ
の
目
的
に
基
づ
い
て

審
議
を
進
め
る
こ
と
と
な
っ
た
。

⑴　
検
討
中
の
ア
イ
デ
ア
が
ど
の
よ

う
に
相
互
関
連
す
る
か
の
理
解

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
次
の
ス
テ
ッ
プ

で
あ
る
Ｄ
Ｐ（
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン
・

ペ
ー
パ
ー
）
の
公
表
に
向
け
、
現
在

検
討
中
の
ア
イ
デ
ア
と
そ
れ
が
前
記

の
目
的
の
達
成
に
対
し
て
ど
う
役
立

つ
か
分
析
が
行
わ
れ
た
。

ど
の
よ
う
な
予
備
的
見
解
を
Ｄ
Ｐ

で
表
明
す
る
か
は
今
後
決
定
さ
れ

る
。
Ｄ
Ｐ
は
２
０
１
９
年
後
半
に
公

表
予
定
。

⑵　
開
示
の
改
善

次
に
、
前
記
①
に
関
連
し
て
、
Ｉ

（図表２）　開示要求に対する改善提案

開示目的の改善
１　企業結合の戦略的な根拠を評価する
２　被取得企業の支配を獲得するために移転した対価の合
計金額を理解し、その理論的根拠を評価する

３　企業結合の主要目的がどの程度達成されたかを評価す
る

主要目的に対する追加の開示（事後の業績）
１　企業結合が発生した報告期間に最高意思決定者（ＣＯＤ
Ｍ）が企業結合の目的が達成された程度評価のためにどの
測定値を使用する予定か

２　企業結合が発生した報告期間、最低でも発生後２事業
年度以内に企業結合の目的が達成された程度評価のため
に使用される測定値の金額

ＩＦＲＳ３号の取得の開示要求の的を絞った改善
取得企業は当報告期間内に発生した企業結合に関して以

下の情報を開示する必要がある。
１　被取得企業と取得企業の営業活動の統合により、シナ
ジーが見込まれる場合、シナジーの説明、シナジーを達
成するために予想されるコスト、金額

２　取得した資産、引き受けた負債の種類ごとに、取得日時
点で認識した金額、財務活動及び年金債務から生じた負
債はこの開示要求のために引き受けた主要な種類とみなさ
れることを示す

３　連結包括利益計算書、連結キャッシュ・フロー計算書
で認識されている取得日以降の収益取得関連の取引コス
ト、統合コストを控除前の営業損益、被取得企業の営業
活動によるキャッシュ・フロー

去
る
５
月
３
日
、
国
際
会
計
基
準

審
議
会
（
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
）
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ

Ｓ
９
号
「
金
融
商
品
」
お
よ
び
Ｉ
Ａ

Ｓ
39
号
「
金
融
商
品
：
認
識
及
び
測

定
」
を
改
訂
す
る
公
開
草
案
「
金
利

指
標
改
革
」（
以
下
、「
公
開
草
案
」

と
い
う
）
を
公
表
し
た
。

公
開
草
案
に
対
す
る
コ
メ
ン
ト
期

限
は
、２
０
１
９
年
６
月
17
日
ま
で
。

今
後
の
予
定

次
回
は
、「
経
営
者
の
定
義
」、「
会

計
処
理
」、「
結
論
の
背
景
」
に
つ
い

て
検
討
す
る
予
定
で
あ
る
。

Ｆ
Ｒ
Ｓ
３
号
の
開
示
目
的
、
開
示
要

求
に
対
す
る
改
善
提
案
（
図
表
２
）

が
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
ス
タ
ッ
フ
よ
り
行
わ
れ

た
。

国
際
会
計

金
利
指
標
改
革
に
よ
る
ヘ
ッ
ジ
会
計
中

止
へ
の
救
済
案
、公
表
─
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ

金
利
指
標
改
革
が
ヘッ
ジ
会
計
に

及
ぼ
す
影
響

当
該
公
開
草
案
は
、
Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
９

号
お
よ
び
Ｉ
Ａ
Ｓ
39
号
を
改
訂
し
て
、

金
利
指
標
改
革
か
ら
生
じ
る
不
確
実

性
の
み
に
よ
っ
て
ヘ
ッ
ジ
会
計
が
中
止

さ
れ
る
こ
と
の
な
い
よ
う
に
、
特
定

の
ヘ
ッ
ジ
会
計
の
要
求
事
項
か
ら
の

救
済
措
置
を
置
く
も
の
で
あ
る
。

Ｉ
Ｆ
Ｒ
Ｓ
に
お
い
て
ヘ
ッ
ジ
会
計
を



情報フラッシュ

経理情報●2019.6.1（No.1546）9

国
際
会
計

金
融
商
品
の
信
用
損
失
等
の
改
善
Ａ

Ｓ
Ｕ
、公
表
─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

適
用
す
る
た
め
に
は
、
将
来
を
見
込

ん
だ
情
報
を
使
用
す
る
こ
と
が
求
め

ら
れ
る
。
し
か
し
、
金
利
指
標
改
革

が
進
む
に
つ
れ
て
、
現
行
の
金
利
指

標
が
い
つ
の
時
点
で
、
ど
の
よ
う
な

金
利
に
置
き
換
え
ら
れ
る
か
に
つ
い

て
不
確
実
性
が
生
じ
る
こ
と
に
な
る
。

仮
に
提
案
さ
れ
た
救
済
措
置
が
な

い
場
合
に
は
、
当
該
不
確
実
性
に

よ
っ
て
、
将
来
を
見
込
ん
だ
情
報
を

使
用
す
る
こ
と
が
で
き
ず
、
金
利
指

標
改
革
に
よ
る
影
響
の
み
を
原
因
と

し
て
ヘ
ッ
ジ
会
計
を
中
止
し
な
け
れ

ば
な
ら
な
く
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

こ
の
よ
う
な
事
態
が
生
じ
れ
ば
、
財

務
諸
表
の
利
用
者
に
と
っ
て
の
財
務

去
る
４
月
25
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
会

計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）

２
０
１
９
―
04
「
金
融
商
品
―
信
用

損
失
（
ト
ピ
ッ
ク
326
）、デ
リ
バ
テ
ィ

ブ
と
ヘ
ッ
ジ
（
ト
ピ
ッ
ク
815
）、
金

融
商
品
（
ト
ピ
ッ
ク
825
）
へ
の
基
準

書
の
改
善
」
を
公
表
し
た
。

Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
基
準
書
の
改
善
ま

た
は
意
図
し
て
い
な
い
適
用
の
修
正

の
た
め
の
継
続
す
る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

を
有
し
て
い
る
。
こ
の
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
で
対
応
す
る
項
目
に
つ
い
て
は
、

・
償
却
原
価
ベ
ー
ス
に
含
ま
れ
る
未

収
利
息
の
総
額
を
、
単
独
の
金
額

と
し
て
別
個
に
開
示
す
る
実
務
的

な
簡
便
法
を
選
択
す
る
こ
と
を
認

め
る
。

・
利
息
収
益
の
戻
し
ま
た
は
信
用
損

失
の
引
当
の
認
識
に
よ
り
、
未
収

利
息
を
消
却
す
る
会
計
方
針
を
選

択
す
る
こ
と
を
認
め
る
。

・
貸
付
金
ま
た
は
債
券
を
新
し
い
分

類
に
組
み
替
え
る
場
合
、
以
前
に

測
定
し
た
貸
付
金
ま
た
は
債
券
の

信
用
損
失
引
当
ま
た
は
評
価
性
引

当
を
損
益
に
戻
し
、
新
し
い
分
類

に
従
っ
て
適
切
な
測
定
の
ガ
イ
ダ

ン
ス
を
適
用
す
る
こ
と
を
要
求
す

る
。

・
信
用
損
失
引
当
の
決
定
に
あ
た
り
、

適
切
に
信
用
リ
ス
ク
を
分
離
す
る

た
め
に
、「
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ
ク
326

―
20
の
範
囲
内
の
金
融
資
産
」
と

「
売
却
可
能
債
券
」
に
つ
い
て
予
想

さ
れ
る
期
限
前
償
還
の
割
引
期
待

キ
ャ
ッ
シ
ュ
・
フ
ロ
ー
の
計
算
に

使
用
す
る
実
効
金
利
を
修
正
す
る

会
計
方
針
を
選
択
す
る
こ
と
を
認

め
る
。

・
定
期
の
貸
付
け
に
転
換
し
た
信

用
限
度
契
約
（line-of-credit 

arrangem
ents

）
の
償
却
原
価

ベ
ー
ス
を
別
個
の
欄
に
表
示
す
る

こ
と
を
要
求
す
る
。

適
用
関
係

①
の
Ａ
Ｓ
Ｕ
２
０
１
６
―
01
の

関
連
部
分
の
適
用
日
は
、
Ａ
Ｓ
Ｕ

２
０
１
６
―
01
は
す
で
に
強
制
適
用

さ
れ
て
い
る
の
で
、
２
０
１
９
年
12

月
16
日
以
降
開
始
す
る
年
度
で
あ

り
、
早
期
適
用
は
認
め
ら
れ
る
。

②
の
Ａ
Ｓ
Ｕ
２
０
１
６
―
13
の

関
連
部
分
の
適
用
日
は
、
こ
の
Ａ

Ｓ
Ｕ
を
未
適
用
の
企
業
は
Ａ
Ｓ
Ｕ

２
０
１
６
―
13
と
同
じ
で
あ
り
、
適

用
済
み
の
企
業
は
２
０
１
９
年
12
月

16
日
以
降
開
始
す
る
年
度
で
あ
る
。

③
の
Ａ
Ｓ
Ｕ
２
０
１
７
―
12
の

関
連
部
分
の
適
用
日
は
、
こ
の
Ａ

Ｓ
Ｕ
を
未
適
用
の
企
業
は
Ａ
Ｓ
Ｕ

２
０
１
７
―
12
と
同
じ
で
あ
り
、
適

用
済
み
の
企
業
は
こ
の
Ａ
Ｓ
Ｕ
発
行

後
に
開
始
す
る
年
度
で
あ
る
。

諸
表
に
お
け
る
情
報
の
有
用
性
が
損

な
わ
れ
る
結
果
と
な
り
得
る
。

公
開
草
案
の
内
容
と
今
後
の
動
向

Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
、
金
利
指
標
改
革
の

影
響
へ
の
対
処
を
２
つ
の
段
階
で
捉

え
て
い
る
。

今
回
の
公
開
草
案
は
、
金
利
指
標

の
置
換
え
ま
で
の
期
間
に
お
け
る
不

確
実
性
に
よ
る
影
響
に
関
す
る
も
の

で
あ
り
、
そ
の
た
め
の
救
済
措
置
に

取
り
組
ん
で
い
る
。

金
利
指
標
改
革
が
今
後
進
む
に
つ

れ
て
状
況
が
さ
ら
に
明
ら
か
に
な
れ

ば
、
Ｉ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
さ
ら
な
る
ア
ク

シ
ョ
ン
を
取
る
べ
き
か
ど
う
か
を
検

討
す
る
こ
と
に
な
る
。

一
般
的
に
現
行
の
会
計
慣
行
に
重
要

な
影
響
を
与
え
な
い
。

改
訂
さ
れ
る
Ａ
Ｓ
Ｕ

こ
の
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
、
２
０
１
６
年
以

降
に
発
行
し
た
次
の
３
つ
の
Ａ
Ｓ
Ｕ

に
関
連
す
る
基
準
書
の
改
善
プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
の
成
果
で
あ
る
。

①　
Ａ
Ｓ
Ｕ
２
０
１
６
―
01
「
金
融
商

品
―
全
体
（
サ
ブ
・
ト
ピ
ッ
ク
825

―
10
）
―
金
融
資
産
と
金
融
負
債

の
認
識
と
測
定
」（
２
０
１
７
年
12

月
16
日
以
降
開
始
年
度
か
ら
適
用
）

②　
Ａ
Ｓ
Ｕ
２
０
１
６
―
13
「
金
融

商
品
―
信
用
損
失
（
ト
ピ
ッ
ク
326
）

―
金
融
商
品
の
信
用
損
失
の
測
定
」

（
２
０
１
９
年
12
月
16
日
以
降
開
始

年
度
か
ら
適
用
）

③　
Ａ
Ｓ
Ｕ
２
０
１
７
―
12
「
デ
リ
バ

テ
ィ
ブ
と
ヘ
ッ
ジ
（
ト
ピ
ッ
ク
815
）

―
ヘ
ッ
ジ
活
動
の
会
計
へ
の
的
を

絞
っ
た
改
善
」（
２
０
１
８
年
12
月

16
日
以
降
開
始
年
度
か
ら
適
用
）

改
訂
の
内
容

こ
の
Ａ
Ｓ
Ｕ
は
現
行
の
規
定
の
明

確
化
を
含
ん
で
い
る
が
、
次
は
明
確

化
以
外
の
主
要
な
新
し
い
要
求
ま
た

は
容
認
で
あ
る
（
す
べ
て
Ａ
Ｓ
Ｕ

２
０
１
６
―
13
に
関
連
す
る
も
の
）。

・
未
収
利
息
残
高
の
信
用
損
失
引
当

を
、
関
連
す
る
金
融
資
産
の
償
却

原
価
ベ
ー
ス
の
そ
の
他
の
構
成
要

素
と
別
個
に
測
定
す
る
こ
と
を
認

め
る
。

・
適
時
な
方
法
で
回
収
不
能
な
未
収

利
息
を
償
却
し
て
い
る
場
合
、
未

収
利
息
金
額
の
信
用
損
失
引
当
の

測
定
を
し
な
い
会
計
方
針
を
選
択

す
る
こ
と
を
認
め
る
。

・
未
収
利
息
残
高
と
関
連
す
る
信
用

損
失
の
引
当
を
、
関
連
す
る
金
融

資
産
と
別
個
に
表
示
す
る
会
計
方

針
を
選
択
す
る
こ
と
を
認
め
る
。

国
際
会
計

開
示
の
簡
素
化
に
関
す
る
改
善
Ａ
Ｓ

Ｕ
案
、公
表
─
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ

去
る
５
月
６
日
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
は
会

計
基
準
ア
ッ
プ
デ
ー
ト
（
Ａ
Ｓ
Ｕ
）
の
公
開
草
案
「
開
示
の
改
善
―
Ｓ
Ｅ

Ｃ
の
開
示
の
更
新
と
簡
素
化
イ
ニ
シ
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国
際
会
計

事
業
の
取
得
と
処
分
に
関
す
る
開
示

の
改
善
案
、公
表
─
Ｓ
Ｅ
Ｃ

・
期
末
の
短
期
借
入
金
の
加
重
平
均

利
率
の
開
示
を
追
加

・
そ
の
会
社
が
財
務
諸
表
に
重
要
な

影
響
を
与
え
る
場
合
、
新
規
連
結

会
社
ま
た
は
連
結
除
外
会
社
の
名

前
の
開
示
を
追
加

・「
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
」と「
デ
リ
バ
テ
ィ

ブ
に
関
連
す
る
損
益
」
の
キ
ャ
ッ

シ
ュ
・
フ
ロ
ー
計
算
書
で
の
報
告

場
所
の
開
示
の
追
加

・
金
額
が
総
資
産
金
額
の

10
％
を
超
え
る
場
合
、
逆
購
入

契
約
（reverse repurchase 

agreem
ent

）
の
帳
簿
価
額
の
貸

借
対
照
表
に
お
け
る
独
自
の
科
目

と
し
て
の
開
示
を
追
加

去
る
５
月
３
日
、
Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
事
業

の
取
得
と
処
分
に
関
連
す
る
開
示
の

改
善
案
を
公
表
し
た
。

具
体
的
に
は
、
開
示
を
規
定
す
る

レ
ギ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
Ｓ
―
Ｘ
な
ど
の

改
訂
で
あ
り
、
改
善
案
の
目
的
は
、

投
資
家
の
た
め
に
取
得
し
た
事
業
と

処
分
し
た
事
業
に
関
す
る
財
務
情
報

を
改
善
し
、
開
示
作
成
の
複
雑
性
と

コ
ス
ト
を
軽
減
す
る
こ
と
に
あ
る
。

改
善
案
の
内
容

改
善
案
の
主
な
内
容
は
次
の
と
お

合
、
取
得
ま
た
は
処
分
が
期
首
に

行
わ
れ
た
と
想
定
し
た
場
合
の
財

務
情
報
（
プ
ロ
・
フ
ォ
ー
マ
財
務

情
報
）
の
開
示
が
要
求
さ
れ
る
が
、

こ
れ
に
、
取
引
の
会
計
を
反
映
し

た
会
計
的
な
修
正
と
、
シ
ナ
ジ
ー

や
取
引
の
影
響
を
反
映
し
た
経
営

的
な
修
正
（
合
理
的
に
見
積
れ
、

合
理
的
に
発
生
が
期
待
で
き
る
経

営
計
画
を
含
む
）
の
開
示
を
含
め

る
。

コ
メ
ン
ト
期
限

改
善
案
に
関
す
る
コ
メ
ン
ト
の
期

間
は
、
官
報
で
の
掲
示
か
ら
60
日
間

で
あ
る
。

金
　
　
融

楽
観
視
で
き
な
い
米
中
貿
易
交
渉
の

行
方

米
中
貿
易
交
渉
が
市
場
に
と
っ
て

大
き
な
リ
ス
ク
要
因
と
な
る
こ
と

が
、
あ
ら
た
め
て
認
識
さ
れ
た
。
ワ

シ
ン
ト
ン
で
５
月
９
日
、
10
日
に
開

催
さ
れ
た
閣
僚
級
協
議
で
、
米
側
の

ラ
イ
ト
ハ
イ
ザ
ー
ア
メ
リ
カ
通
商
代

表
部
（
Ｕ
Ｓ
Ｔ
Ｒ
）
代
表
と
ム
ニ
ュ
ー

シ
ン
財
務
長
官
、
中
国
側
の
劉
鶴
副

首
相
と
の
間
で
貿
易
問
題
の
打
開
策

を
打
ち
出
す
こ
と
は
で
き
な
か
っ
た
。

米
中
間
の
制
裁
関
税
は
、
こ
れ
ま

で
３
段
階
に
わ
た
り
お
互
い
対
象
と

・
再
購
入
負
債
の
実
効
金
利
の
開
示

の
追
加

・
金
額
が
資
本
の
部
の
金
額
の
10
％

を
超
え
る
場
合
、
再
購
入
契
約
に

基
づ
く
取
引
先
別
の
リ
ス
ク
金
額

の
開
示
の
追
加

前
記
以
外
に
、
い
く
つ
か
の
期
中

財
務
諸
表
で
の
開
示
要
求
が
追
加
さ

れ
て
い
る
。

適
用
関
係

コ
メ
ン
ト
期
限
は
２
０
１
９
年
６

月
28
日
で
あ
る
。

こ
の
公
開
草
案
は
将
来
に
向
か
っ

て
適
用
さ
れ
、
適
用
日
は
未
定
で
あ

る
。

り
。

・
重
要
な
子
会
社
（significant 

subsidiary
）
は
要
約
財
務
諸
表

（sum
m

arized inform
ation

）

の
開
示
が
要
求
さ
れ
る
が
、
投
資

テ
ス
ト
、
利
益
テ
ス
ト
お
よ
び
資

産
テ
ス
ト
の
結
果
に
よ
り
、
重
要

な
子
会
社
と
な
る
か
ど
う
か
が
決

定
さ
れ
る
。
投
資
テ
ス
ト
に
Ｓ
Ｅ

Ｃ
登
録
企
業
の
時
価
総
額
を
導
入

し
、利
益
テ
ス
ト
に
収
益
要
素（「
直

近
の
登
録
企
業
の
連
結
収
益
」
と

「
登
録
企
業
と
子
会
社
を
比
例
配
分

し
た
収
益
の
合
計
」
の
比
較
）
を

追
加
す
る
こ
と
に
よ
り
、
重
要
な

子
会
社
の
決
定
方
法
を
改
訂
す
る

・
特
定
の
取
得
に
お
け
る
特
定
の
費

用
を
省
略
し
た
簡
易
的
な
財
務
諸

表
の
開
示
を
認
め
る

・
取
得
し
た
事
業
の
財
務
諸
表
の
開

示
を
現
行
の
直
近
３
年
間
か
ら
２

年
間
に
す
る

・
事
業
が
登
録
企
業
の
事
業
取
得
後

の
財
務
諸
表
に
含
め
ら
れ
た
後
は
、

取
得
し
た
事
業
の
財
務
諸
表
の
個

別
の
開
示
は
要
求
し
な
い

・
事
業
を
取
得
ま
た
は
処
分
し
た
場

な
る
輸
入
品
に
対
し
て
発
動
さ
れ
て

き
た
。
今
回
米
側
が
発
表
し
た
制
裁

関
税
は
第
４
弾
と
な
り
、
米
国
内
の

企
業
や
関
連
の
ア
ジ
ア
地
域
の
企
業

に
大
き
な
影
響
が
及
ぶ
こ
と
に
な

る
。も

と
も
と
、
４
月
ま
で
は
ト
ラ
ン

プ
米
大
統
領
が
早
期
解
決
を
示
唆
し

て
い
た
経
緯
も
あ
り
、
市
場
は
交
渉

の
行
方
に
は
楽
観
的
だ
っ
た
。
し
か

し
、
５
月
に
入
っ
て
中
国
側
が
協
定

文
の
見
直
し
を
要
請
し
て
き
た
こ
と

ア
テ
ィ
ブ
へ
の
応
答
」（
以
下
、「
公

開
草
案
」
と
い
う
）
を
公
表
し
た
。

Ｓ
Ｅ
Ｃ
は
、
２
０
１
８
年
８
月
に

「
開
示
の
更
新
と
簡
素
化
」
を
公
表

し
、
財
務
諸
表
の
開
示
を
規
定
し
て

い
る
レ
ギ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
Ｓ
―
Ｘ
な

ど
の
規
則
を
修
正
し
て
お
り
、
改
訂

し
た
特
定
の
開
示
に
つ
い
て
、
Ｆ
Ａ

Ｓ
Ｂ
に
会
計
基
準
へ
の
導
入
を
求
め

て
い
た
。

こ
の
公
開
草
案
は
、
Ｆ
Ａ
Ｓ
Ｂ
の

Ｓ
Ｅ
Ｃ
へ
の
対
応
の
結
果
で
あ
り
、

会
計
基
準
の
要
求
を
Ｓ
Ｅ
Ｃ
の
規
則

と
整
合
さ
せ
、
重
複
を
な
く
し
、
明

確
化
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
会
計
基
準

の
適
用
を
容
易
に
し
て
い
る
。

公
開
草
案
の
内
容

こ
の
公
開
草
案
は
多
く
の
ト
ピ
ッ

ク
の
改
訂
を
含
ん
で
い
る
が
、
次
は

そ
の
主
な
も
の
で
あ
る
。

・
現
行
で
は
、
セ
グ
メ
ン
ト
情
報
の

開
示
と
し
て
、
実
務
上
不
可
能
で

な
い
限
り
、
各
製
品
と
サ
ー
ビ
ス

ま
た
は
類
似
の
製
品
と
サ
ー
ビ
ス

の
グ
ル
ー
プ
の
収
益
の
開
示
が
要

求
さ
れ
て
い
た
が
、「
実
務
上
不
可

能
で
な
い
限
り
」
を
削
除

・
期
末
日
の
短
期
借
入
金
の
未
使

用
の
融
資
限
度
額
（line of 

credit

）
と
長
期
借
入
金
の
未
使

用
の
融
資
コ
ミ
ッ
ト
メ
ン
ト
額
の

開
示
を
追
加
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証
　
　
券

米
中
貿
易
交
渉
決
裂
の
大
シ
ョッ
ク

で
、
今
回
の
対
立
激
化
に
つ
な
が
っ

た
。米

中
間
で
起
き
て
い
る
こ
の
対
立

の
原
因
は
根
深
い
。
そ
れ
を
示
す
の

が
、
２
０
１
８
年
10
月
４
日
に
ア
メ

リ
カ
の
シ
ン
ク
タ
ン
ク
で
あ
る
ハ
ド

ソ
ン
研
究
所
に
て
行
わ
れ
た
ペ
ン
ス

副
大
統
領
の
演
説
だ
。
こ
の
な
か

で
、
中
国
は
「
米
国
に
対
す
る
影
響

力
を
高
め
、
米
国
国
内
で
の
利
益
を

得
る
た
め
に
政
府
全
体
に
ア
プ
ロ
ー

チ
を
か
け
て
い
る
」、「
ア
メ
リ
カ
の

国
内
政
策
や
政
治
活
動
に
干
渉
し
て

い
る
」
と
述
べ
ら
れ
て
お
り
、
中
国

へ
の
警
戒
感
が
明
確
に
示
さ
れ
て
い

る
。
こ
れ
ま
で
の
中
国
経
済
の
自
由

化
や
ア
メ
リ
カ
か
ら
得
た
経
済
的
な

利
益
が
西
側
諸
国
と
の
パ
ー
ト
ナ
ー

シ
ッ
プ
に
結
び
つ
か
ず
、
軍
事
的
拡

張
に
つ
な
が
っ
た
こ
と
、
ア
メ
リ
カ

と
軍
事
的
、
経
済
的
に
対
立
関
係
に

あ
る
こ
と
か
ら
中
国
が
ア
メ
リ
カ
の

覇
権
を
脅
か
す
存
在
に
な
っ
て
い
る

と
の
認
識
だ
。

し
た
が
っ
て
、
今
後
の
影
響
は
大

き
く
、
市
場
の
一
部
で
の
楽
観
的
な

見
方
は
当
て
は
ま
ら
な
い
だ
ろ
う
。

米
中
貿
易
交
渉
は
長
期
化
し
、
株
式

市
場
の
下
値
リ
ス
ク
と
為
替
市
場
の

対
主
要
通
貨
で
の
ド
ル
安
リ
ス
ク
は

潜
在
的
に
大
き
い
と
警
戒
す
べ
き
段

階
に
き
て
い
る
。

令
和
は
、
証
券
取
引
所
の
10
連
休

と
い
う
世
界
で
日
本
だ
け
の
異
例
の

事
態
で
始
ま
っ
た
。
か
ね
て
か
ら
投

資
家
は
連
休
中
の
海
外
市
場
動
向
の

不
確
実
性
を
警
戒
し
て
、
休
暇
直
前

に
一
度
手
仕
舞
う
（
株
価
は
下
落
す

る)

の
で
は
な
い
か
と
指
摘
さ
れ
て

き
た
。
し
か
し
、
心
理
的
な
高
揚
感

も
あ
っ
て
か
手
仕
舞
い
は
ほ
ぼ
み
ら

れ
ず
、
ご
く
わ
ず
か
な
株
価
調
整
で

長
期
休
暇
に
入
っ
た
。

連
休
の
前
半
、
世
界
の
市
場
は
ほ

ぼ
何
事
も
な
か
っ
た
が
、
後
半
に
な

り
、
か
ね
て
か
ら
の
懸
念
が
現
実
化

し
た
。
米
中
貿
易
交
渉
の
決
裂
だ
。

結
果
と
し
て
、
ト
ラ
ン
プ
米
大
統
領

は
中
国
か
ら
の
輸
入
品
に
25
％
の
関

税
を
か
け
る
こ
と
を
決
定
し
た
。
中

国
も
た
だ
ち
に
対
抗
措
置
を
と
る
よ

う
だ
。

４
月
は
米
中
貿
易
交
渉
が
妥
結
に

向
か
う
と
の
観
測
が
強
ま
り
、
そ
れ

が
世
界
の
株
価
堅
調
の
背
景
に
あ
る

と
考
え
ら
れ
て
き
た
だ
け
に
、
決
裂

は
市
場
に
と
っ
て
大
き
な
シ
ョ
ッ
ク

で
あ
っ
た
。

決
裂
表
面
化
後
、
市
場
取
引
の
時

間
差
で
、
真
っ
先
に
ア
ジ
ア
市
場
、
つ

い
で
欧
州
、
最
後
に
ア
メ
リ
カ
の
順

で
株
価
が
下
落
し
、
休
場
中
の
日
本

市
場
を
除
き
、世
界
同
時
株
安
と
な
っ

た
。
た
だ
、
下
落
幅
は
大
き
く
な
く
、

直
前
高
値
か
ら
の
下
落
率
が
10
％
を

超
え
た
の
は
中
国
市
場
の
み
で
、
つ
い

で
韓
国
市
場
が
６
％
強
、
あ
と
は
す

べ
て
３
～
４
％
に
収
ま
っ
た
。

こ
の
よ
う
な
状
況
下
で
、
日
本
市

場
は
休
場
明
け
を
迎
え
た
わ
け
だ

が
、
当
然
な
が
ら
令
和
の
実
取
引
は

暗
い
幕
開
け
と
な
っ
た
。
株
価
は
連

日
下
落
を
続
け
た
。
た
だ
、
下
落
幅

は
世
界
市
場
の
大
勢
と
同
じ
レ
ベ
ル

に
留
ま
っ
て
い
る
。

米
中
貿
易
摩
擦
の
影
響
は
、
世
界

経
済
・
景
気
の
さ
ま
ざ
ま
な
統
計
数

字
に
表
れ
る
が
、
現
在
は
ま
だ
初
期

段
階
で
あ
り
、
株
式
市
場
は
そ
の
深

刻
さ
を
実
感
し
て
い
な
い
。
こ
れ
か

ら
各
国
で
厳
し
い
数
字
が
出
る
と
市

場
は
シ
ョ
ッ
ク
を
受
け
る
だ
ろ
う
。

日
本
の
株
式
市
場
に
と
っ
て
、
日

本
の
企
業
収
益
や
Ｇ
Ｄ
Ｐ
推
移
、
米

金
融
政
策
動
向
等
フ
ァ
ン
ダ
メ
ン
タ

ル
ズ
以
上
に
、
米
中
貿
易
摩
擦
の
行

方
が
す
べ
て
と
い
う
情
勢
に
な
っ
て

き
た
。

この20日間に公表・公布された経理関係重要法規等
日　付 法　規　等 出　所 備　考 掲載号

2019年
４月26日

内閣府令第27号
財務諸表等の用語、様式及び作成方法
に関する規則及び連結財務諸表の用
語、様式及び作成方法に関する規則の
一部を改正する内閣府令

金融庁
ASBJが公表した企業会計基準21号「企業結合に関する会計基準」を
踏まえて所要の改正等を行うもの。平成31年４月開始年度以後に行わ
れる企業結合から適用。
https://www.fsa.go.jp/news/30/sonota/20190426.html

―

2019年
４月26日

金融庁告示第30号
連結財務諸表の用語、様式及び作成方
法に関する規則に規定する金融庁長官
が定める企業会計の基準を指定する件
等の一部を改正する件

金融庁

企業会計基準21号「企業結合に関する会計基準」を一般に公正妥当と
認められる企業会計基準とし、IFRS3号「企業結合」、IAS1号「財務諸
表の表示」、IAS8号「会計方針、会計上の見積りの変更及び誤謬」を指
定国際会計基準とするもの。
https://www.fsa.go.jp/news/30/sonota/20190426.html

―

2019年
４月26日

専門業務実務指針4461
「仮想通貨交換業者における利用者財
産の分別管理に係る合意された手続
業務に関する実務指針」の改正（公開草
案）

JICPA

日本仮想通貨交換業協会（JVCEA）が、2018年10月に資金決済法に
基づく認定資金決済事業者協会として認定されたことを受け、仮想通
貨交換業者がJVCEAの会員である場合は、JVCEAが原則として実施
結果報告書のその他の実施結果の利用者となることを記載したほか、
所要の改正を行うもの。コメント期限は2019年５月27日まで。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20190426fff.html

―

2019年
４月26日

保証業務実務指針3402
「受託業務に係る内部統制の保証報告
書に関する実務指針」（公開草案）

JICPA
保証業務実務指針3000の公表に伴う適合修正の一環として、既存の
監査・保証実務委員会実務指針86号をもとに、ISAE3402を参考と
して見直しを行ったもの。コメント期限は2019年５月27日まで。
https://jicpa.or.jp/specialized_field/20190426uer.html

―

2019年
５月７日

内閣府令第２号
無尽業法施行細則等の一部を改正する
内閣府令

金融庁
元号を改める政令の施行に伴い一部を改正したもので、財規、連結財
規、開示府令等の様式中「平成」を削除するもの。その他、各省庁から、
改元に伴い所要の改正を行う改正省令等が公布されている。

―


